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要 旨： 

 

 

 

 

 

 

キーワード：バイオマス、草木類、元素分析、緑地、樹木、エネルギー 

地球温暖化対策やエネルギー対策としてバイオマスの利用が大きく注

目されている。河川、道路、空港、鉄道、公園等の公共緑地の管理から発

生する草木材は量およびその安定性からみて一級のバイオマス資源であ

る。 

本資料は、公共緑地に由来する草木系バイオマスの資源化・利用ための

基本情報を得ることを目的に、公共緑地から通常の管理の際に発生する複

数種の草木類の混合試料 145 検体を採取して、その含水率、強熱減量、高

位発熱量、元素分析の結果をとりまとめたものである。 



ま え が き 

 

 

我が国は、京都議定書の６％削減約束を確実に達成し、加えて、更なる長期的・継続的な排出削減を

目指しており、その施策のひとつとして、バイオマス利用の推進が求められている。（京都議定書目標

達成計画、平成１７年２月２８日閣議決定）また、地球温暖化の防止、循環型社会の形成、競争力のあ

る新たな戦略点産業の育成などの観点からエネルギーや製品としてバイオマスを総合的に最大限利活

用し、持続的に発展可能な社会をできる限り早期に実現することが強く求められている。（バイオマス・

ニッポン総合戦略、平成１８年３月３１日閣議決定） 

国土交通省などの省庁や地方自治体などは、所管する道路、河川、公園などの管理のため、毎年定期

的に緑地の草木の除草・剪定を行っており、それらの除草・剪定枝葉の一部を有効利用している。現在、

未利用のこうしたバイオマスの利用促進とともに、さらにその草木系資源管理の効率化・最適化を行う

ことにより、地球温暖化防止等の目標達成に寄与できる可能性がある。 

バイオマスは山間部、農村部などを含めて「広く、薄く」存在している上、水分含有量が多い、かさ

ばる等扱いづらいという特性のために収集が困難であることが、十分に活用されていない原因の一つと

なっている。道路、河川、公園などの管理のため日ごろより草木が伐採されており、収集が容易である

ことから、比較的利用しやすいバイオマスと考えられる。 

これら公共緑地からのバイオマスを資源化して、利用に繋げるためには、その資源的価値を明ら

かにする必要がある。その手順の一つとして、発生する草木の種類毎の組成と形態、発生する場所

と時期と量に関する情報を整備することがある。このために、草木系バイオマスの資源化・利用の

基礎情報を整備することを目的に、公共の緑地から草本と木本を採取して、その元素分析を行った。

過年度においては、草木類の種毎に調査を行い、「草木系バイオマスの組成分析データ集（土木研

究所資料第 4095 号）」としてまとめた。 

本調査では、実際の緑地の草木類は複数種が混在することに配慮し、河川事務所および国道事務

所等より、複数種が混合された 145 試料を採取して行った。分析項目は含水率、強熱減量、高位発

熱量、主要構成元素（炭素、水素、窒素、硫黄、酸素）である。本資料は、これらの結果をとりま

とめたものである。 

なお、この研究は、土木研究所の重点プロジェクト研究課題「公共事業由来バイオマスの資源化・

利用技術に関する研究」の一環として実施されたものである。 
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１．目的 

 

除草・剪定された草木の利用の促進および効率化・最適化を検討するためには、検討材料となる伐採

された草木の量・質などの基礎データが必要である。そこで本研究は、除草・剪定された草木の利用の

促進および効率化・最適化を検討するために必要となるそれら量・質などの基礎データに関する調査を

行った。 

 

２．調査方法 

 

国土交通省の国道および河川事務所が行っている堤防法面や道路法面の単位面積あたり発生量調

査・理化学分析を実施した。調査対象は、表-1、2、3の国道、河川事務所およびその他とした。刈草の

試料採取にあたっては、通常の維持管理作業で発生する刈草と同様の組成となるよう、原則として、除

草区域を代表する草種がすべて含まれ、また当該地の刈草を代表する内容物構成となるように採取を各

事務所に依頼した。剪定枝の試料採取にあたっては、原則として幹、葉、枝がすべて含まれ、また当該

地の剪定枝を代表する内容物構成となるように採取を各事務所に依頼した。 

 

表-1．調査対象国道事務所 

北海道開発局  札幌道路事務所 

東北地方整備局 青森河川国道事務所 

北陸地方整備局 新潟国道事務所 

関東地方整備局 常陸河川国道事務所 

関東地方整備局 宇都宮国道事務所 

関東地方整備局 北首都国道事務所 

関東地方整備局 東京国道事務所 

中部地方整備局 名古屋国道事務所 

近畿地方整備局 京都国道事務所 

四国地方整備局 香川河川国道事務所 

四国地方整備局 徳島河川国道事務所 

中国地方整備局 広島国道事務所 

九州地方整備局 北九州国道事務所 

 

 

表-2．調査対象河川事務所 

北海道開発局  帯広河川事務所 

東北地方整備局 北上川下流河川事務所

東北地方整備局 酒田河川国道事務所 

北陸地方整備局 阿賀野川河川事務所 

関東地方整備局 利根川上流河川事務所

中部地方整備局 庄内川河川事務所 

近畿地方整備局 大和川河川事務所 

四国地方整備局 徳島河川国道事務所 

中国地方整備局 太田川河川事務所 

九州地方整備局 筑後川河川事務所 

 

表-3．その他の調査対象 

土木研究所 

長万部終末処理場 

２．１ 刈草発生量調査 

 各事務所の緑地のべ 145 地点の除草面積および除草物の回収時の重量、含水率を調査した。 
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２．２ 理化学分析 

各事務所の緑地のべ 145 地点で刈草・剪定枝試料を採取した。理化学分析のフローを図-1 に示す。

採取してきた試料は、生の状態の重量を測定した後、試料毎に一週間ほど風乾させ、それぞれの植物の

部位を平均に混合し、1cm 以下に裁断した後、フードミルである程度粉砕してから雷かい機及び高速微

粉砕器（ワンダーブレンダー）にて再度微粉砕化させた。 

 

               

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1．試料の理化学分析のフロー 

 

含水率は、植物栄養学実験法に基づいた。試料を 5～10ｇ磁皿に計り取り、110℃乾燥機中で１日乾燥

後、シリカゲルの吸湿剤を入れたデシケータ中で 30 分放冷した後、試料を計り試料の減量分を水分含

有量とした。本報告書における含水率は浸潤状態の重量に占める水分の割合を示す。 

強熱減量は、下水試験法に基づいた。含水率を測定した後の試料を 600±25℃で１時間強熱灰化し、

110℃の乾燥機で放冷した後、シリカゲルの吸湿剤を入れたデシケータ中で 30 分で放冷し、秤量し残留

物の質量を求めた。 

元素（炭素、水素、窒素、硫黄、酸素）分析のうち、炭素、水素、窒素、硫黄は、微粉砕試料を元素

分析専用の錫カップに 1～3mg とり、Thermo エレクトロン ㈱社製の Thermo Finnigen FLASH EA1112 

SERIES で測定した。酸素は、微粉砕試料を元素分析専用の銀カップに 1～3mg とり、Thermo㈱社製の

EA1108-Elemental Analyzer で測定した。 

熱量分析は、JIS M 8814 に準拠することとし、微粉砕試料をボンブ熱量計を用いる方法で高位発熱量

を測定した。 

生試料

含水率測定 風乾

裁断

粗粉砕(フードミル)

含水率測定 
微粉砕(雷かい機及び高速ミル) 

強熱減量測定 

元素（C, H, N, S, O）分析 熱量分析 
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３．調査結果 

 

３．１ 刈草発生量調査 

 作業 1 回・単位面積あたりの刈草伐採重量の相対累積度数分布を図-2に示す。 
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図-2．作業 1回・単位面積あたりの刈草伐採重量の相対累積度数分布 

 

 本調査における作業 1 回・単位面積あたりの刈草伐採重量は、最大値は 1.17kg-DW/(m2･回)であり、

最小値は、0.02kg-DW/(m2･回)であった。また、中央値は、0.23kg-DW/(m2･回)であり、相加平均値は

0.28kg-DW/(m2･回)であった。 

 

３．２ 理化学分析 

理化学分析の結果を、表-4～11 に示す。また、試料の到着時に撮影をした試料の写真を写真-1～25

に示す。 
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試料写真－１ 

 

 

ＮＯ．１ 広島県 

 

 

ＮＯ．２ 香川県 

 

 

ＮＯ．３ 徳島県 

 

 

 

 

ＮＯ．４ 埼玉県 

 

 

ＮＯ．５ 福岡県 

 

 

ＮＯ．６ 茨城県（土木研究所） 
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試料写真－２ 

 

 

ＮＯ．７ 徳島県 

 

 

ＮＯ．８ 徳島県 

 

 

ＮＯ．９ 福岡県 

 

 

 

 

ＮＯ．10 徳島県 

 

 

ＮＯ．11 北海道 

 

 

ＮＯ．12 徳島県 
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試料写真－３ 

 

 

ＮＯ．13 徳島県 

 

 

ＮＯ．14 徳島県 

 

 

ＮＯ．15 茨城県 

 

 

 

 

ＮＯ．16 茨城県 

 

 

ＮＯ．17 新潟県 

 

 

ＮＯ．18 新潟県 
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試料写真－４ 

 

 

ＮＯ．19 新潟県 

 

 

ＮＯ．20 新潟県 

 

 

ＮＯ．21 徳島県 

 

 

 

 

ＮＯ．22 徳島県 

 

 

ＮＯ23 徳島県 

 

 

ＮＯ．24 北海道 
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試料写真－５ 

 

 

ＮＯ．25 北海道 

 

 

ＮＯ．26 徳島県 

 

 

ＮＯ．27 徳島県 

 

 

 

 

ＮＯ．28 京都府 

 

 

ＮＯ．29 京都府 

 

 

ＮＯ．30 徳島県 
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試料写真－６ 

 

 

ＮＯ．31 京都府 

 

 

ＮＯ．32 京都府 

 

 

ＮＯ．33 福岡県 

 

 

 

 

ＮＯ．34 福岡県 

 

 

ＮＯ．35 福岡県 

 

 

ＮＯ．36 福岡県 
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試料写真－７ 

 

 

ＮＯ．37 群馬県 

 

 

ＮＯ．38 北海道 

 

 

ＮＯ．39 北海道 

 

 

 

 

ＮＯ．40 北海道 

 

 

ＮＯ．41 茨城県 

 

 

ＮＯ．42 徳島県 
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試料写真－８ 

 

 

ＮＯ．43 新潟県 

 

 

ＮＯ．44 徳島県 

 

 

ＮＯ．45 徳島県 

 

 

 

 

ＮＯ．46 北海道 

 

 

ＮＯ．47 徳島県 

 

 

ＮＯ．48 茨城県 
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試料写真－９ 

 

 

ＮＯ．49 茨城県 

 

 

ＮＯ．50 茨城県（土木研究所） 

 

 

ＮＯ．51 北海道 

 

 

 

 

ＮＯ．52 新潟県 

 

 

ＮＯ．53 新潟県 

 

 

ＮＯ．54 徳島県 
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試料写真－10 

 

 

ＮＯ．55 北海道 

 

 

ＮＯ．56 青森県 

 

 

ＮＯ．57 青森県 

 

 

 

 

ＮＯ．58 北海道 

 

 

ＮＯ．59 北海道 

 

 

ＮＯ．60 徳島県 
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試料写真－11 

 

 

ＮＯ．61 宮城県 

 

 

ＮＯ．62 福岡県 

 

 

ＮＯ．63 宮城県 

 

 

 

 

ＮＯ．64 北海道 

 

 

ＮＯ．65 愛知県 

 

 

ＮＯ．66 徳島県 
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試料写真－12 

 

 

ＮＯ．67 広島県 

 

 

ＮＯ．68 北海道 

 

 

ＮＯ．69 愛知県 

 

 

 

 

ＮＯ．70 愛知県 

 

 

ＮＯ．71 北海道 

 

 

ＮＯ．72 愛知県 
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試料写真－13 

 

 

ＮＯ．73 北海道 

 

 

ＮＯ．74 北海道 

 

 

ＮＯ．75 香川県 

 

 

 

 

ＮＯ．76 北海道 

 

 

ＮＯ．77 北海道 

 

 

ＮＯ．78 京都府 
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試料写真－14 

 

 

ＮＯ．79 徳島県 

 

 

ＮＯ．80 北海道 

 

 

ＮＯ．81 北海道 

 

 

 

 

ＮＯ．82 北海道 

 

 

ＮＯ．83 茨城県（土木研究所） 

 

 

ＮＯ．84 東京都 
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試料写真－15 

 

 

ＮＯ．85 東京都 

 

 

ＮＯ．86 北海道 

 

 

ＮＯ．87 東京都 

 

 

 

 

ＮＯ．88 東京都 

 

 

ＮＯ．89 東京都 

 

 

ＮＯ．90 北海道 
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試料写真－16 

 

 

ＮＯ．91 栃木県 

 

 

ＮＯ．92 山形県 

 

 

ＮＯ．93 山形県 

 

 

 

 

ＮＯ．94 新潟県 

 

 

ＮＯ．95 北海道 

 

 

ＮＯ．96 北海道 
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試料写真－17 

 

 

ＮＯ．97 愛知県 

 

 

ＮＯ．98 福岡県 

 

 

ＮＯ．99 北海道 

 

 

 

 

ＮＯ．100 北海道 

 

 

ＮＯ．101 北海道 

 

 

ＮＯ．102 北海道 
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試料写真－18 

 

 

ＮＯ．103 北海道 

 

 

ＮＯ．104 北海道 

 

 

ＮＯ．105 北海道 

 

 

 

 

ＮＯ．106 徳島県 

 

 

ＮＯ．107 愛知県 

 

 

ＮＯ．108 愛知県 
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試料写真－19 

 

 

ＮＯ．109 大阪府 

 

 

ＮＯ．110 大阪府 

 

 

ＮＯ．111 広島県 

 

 

 

 

ＮＯ．112 福岡県 

 

 

ＮＯ．113 香川県 

 

 

ＮＯ．114 徳島県 
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試料写真－20 

 

 

ＮＯ．115 京都府 

 

 

ＮＯ．116 徳島県 

 

 

ＮＯ．117 山形県 

 

 

 

 

ＮＯ．118 茨城県 

 

 

ＮＯ．119 茨城県 

 

 

ＮＯ．120 徳島県 
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試料写真－21 

 

 

ＮＯ．121 香川県 

 

 

ＮＯ．122 愛知県 

 

 

ＮＯ．123 愛知県 

 

 

 

 

ＮＯ．124 愛知県 

 

 

ＮＯ．125 茨城県（土木研究所） 

 

 

ＮＯ．126 茨城県（土木研究所） 
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試料写真－22 

 

 

ＮＯ．127 茨城県（土木研究所） 

 

 

ＮＯ．128 広島県 

 

 

ＮＯ．129 

 

 

 

 

ＮＯ．130 徳島県 

 

 

ＮＯ．131 福岡県 

 

 

ＮＯ．132 徳島県 
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試料写真－23 

 

 

ＮＯ．133 徳島県 

 

 

ＮＯ．134 徳島県 

 

 

ＮＯ．135 宮城県 

 

 

 

 

ＮＯ．136 徳島県 

 

 

ＮＯ．137 徳島県 

 

 

ＮＯ．138 茨城県 
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試料写真－24 

 

 

ＮＯ．139 北海道 

 

 

ＮＯ．140 香川県 

 

 

ＮＯ．141 香川県 

 

 

 

 

ＮＯ．142 大阪府 

 

 

ＮＯ．143 愛知県 

 

 

ＮＯ．144 愛知県 
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試料写真－25 

 

 

ＮＯ．145 愛知県 

-36-



 

 

本調査における高位発熱量の相対累積度数分布を図-3に示す。 
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図-3．高位発熱量の相対累積度数分布 

 

乾燥重量あたりの高位発熱量は、最大値は 20,390kJ/kg-DW であり、最小値は 12,220kJ/kg-DW であっ

た。また、中央値は 17,460kJ/kg-DW であり、相加平均値は 17,315kJ/kg-DW であった。 
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 地域毎の特性を検討するため、本調査における全試料 145 試料を地域別に分類した。試料数は、北海

道 33 試料、東北地方 8 試料、関東地方 22 試料、北陸地方 8 試料、中部地方 13 試料、近畿地方 9 試料、

中国地方 4 試料、四国地方 38 試料、九州地方 10 試料であった。地域別試料の乾燥重量当たりの窒素、

炭素、水素、酸素含有率を図-6～9 に示した。地域別試料の C/N 比を図-10 に示した。地域別試料の乾

燥重量当たりの熱量を図-11 に示した。なお、図中のエラーバーは、標準偏差を表す。 
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図-6．地域別試料の乾燥重量当たりの窒素含有率 
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図-7．地域別試料の乾燥重量当たりの炭素含有率 
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図-8．地域別試料の乾燥重量当たりの水素含有率 
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図-9．地域別試料の乾燥重量当たりの酸素含有率 
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図-10．地域別試料の C/N 比 
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図-11．地域別試料の乾燥重量当たりの熱量 

 

各地域の年間平均気温と試料中の窒素、炭素、水素、硫黄、酸素含有率・C/N 比・熱量およびそれら

と年間平均気温との相関係数を表-12に示した。年間平均気温は、気象庁気象統計情報 2)の平成 19 年の

各地方整備局の所在地のデータを用いた。各地域の試料の平均窒素含有率、平均炭素含有率、平均 C/N

比と年間平均気温との相関係数は、-0.89、0.73、0.83 と強い相関がみられた（図-12、13、14 参照）。

窒素を取り込む際に必要なエネルギーと分子骨格は、炭素代謝によって供給され、炭素代謝は光合成に

依存し、光合成はクロロフィルなどの含窒素化合物量に左右されることから、窒素の供給量とバイオマ

スの増加との間には密接な関係がある 3)。一方で、無機栄養が貧弱な土地には、矮化戦略をとり、無機

物を濃縮する植物が知られている 3)。例えば、寒冷で、リターの無機化の速度が小さいために窒素が乏

しい山岳地帯に生息する植物が、低地に生息する近縁種よりも葉は小さく、高い窒素濃度を維持してい

ることが報告されており 4)、各地域の試料の平均窒素含有率と年間平均気温と強い相関がみられたのは、

寒冷地では、矮化戦略をとり、無機物を濃縮する植物が多く存在した可能性も考えられる。しかし、植

物の構成元素含有率は、植物の種、部位、成長段階、気候などによっても異なり、本調査の分析試料は、

それらの要因について一律でないため、明確な解析は困難であり、今後の検討を要する。 

 

表-12．各地域の年間平均気温と試料中の窒素、炭素、水素、硫黄、酸素含有率・C/N 比・熱量およびそ

れらと年間平均気温との相関係数 

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州
年間平均気温
との相関係数

年間平均気温 (℃) 9.4 13.1 15.4 14.4 16.6 17.6 17.0 17.3 18.0 1.00
平均窒素含有率 (%) 1.7 1.4 1.4 1.3 1.3 1.1 1.4 1.1 1.0 -0.89
平均炭素含有率 (%) 46.0 46.2 46.4 46.1 46.5 47.7 47.5 47.0 46.7 0.73
平均水素含有率 (%) 5.4 5.4 5.4 5.4 5.5 5.5 5.6 5.5 5.4 0.40
平均硫黄含有率 (%) 0.00 0.02 0.01 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01 0.00 -0.05
平均酸素含有率 (%) 39.7 39.7 40.2 41.7 39.4 40.5 41.1 40.8 42.0 0.47

平均C/N比 (－) 29.2 35.5 37.9 38.0 37.8 44.0 35.2 45.7 46.2 0.83
平均熱量 (kJ/kg) 17213 17278 17467 17208 17412 16710 17948 17356 17442 0.14  
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４．まとめ 

  

 本調査の結果、得られた知見は以下のとおりである。 

１）河川または国道事務所等の管理する緑地から発生する刈草・剪定枝 145 試料の組成が明ら

かとなった。 

２）河川または国道事務所等の管理する緑地の作業 1 回・単位面積あたりの刈草伐採重量は、

最大値は 1.17kg-DW/(m2･回)であり、最小値は 0.02kg-DW/(m2･回)であった。また、中央値

は 0.23kg-DW/(m2･回)であり、相加平均値は 0.28kg-DW/(m2･回)であった。 

３）河川または国道事務所等の管理する緑地から発生する刈草・剪定枝の乾燥重量あたりの高

位発熱量は、最大値は 20,390kJ/kg-DW であり、最小値は 12,220kJ/kg-DW であった。また、

中央値は 17,460kJ/kg-DW であり、相加平均値は 17,315kJ/kg-DW であった。 

４）河川または国道事務所等の管理する緑地から発生する刈草・剪定枝について、河川管理に

由来する試料と国道管理に由来する試料の含水率は異なる傾向を示した。河川管理に由来

する試料の含水率は、最大値は 77.5%であり、最小値は 8.7%であった。また、中央値は 22.3%

であり、相加平均値は 33.8%であった。国道管理に由来する試料の含水率は、最大値は 82.3%

であり、最小値は 24.4%であった。また、中央値は 63.9%であり、相加平均値は 63.2%であ

った。 

５）河川または国道事務所等の管理する緑地から発生する刈草・剪定枝について、伐採直後に

回収された試料の含水率の中央値は 63.8%であり、相加平均値は 62.5%であった。また、

乾燥後回収された試料の含水率の中央値は 17.8%であり、相加平均値は 26.6%であった。 

６）各地域の試料の平均窒素含有率、平均炭素含有率、平均 C/N 比と年間平均気温との相関係

数は、-0.89、0.73、0.83 と強い相関がみられた。 
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